
電話番号

②成果参考指標の目標（実績）と施策の現状、及びその評価

年度 27年度 28年度 29年度 30年度 31年度 単位 年度 27年度 28年度 29年度 30年度 31年度 単位

目標値 (540.0) 540.0 1,080.0 1,620.0 2,160.0 目標値 (220.0) 220.0 440.0 660.0 880.0

取組目標値 取組目標値

実績値 (827.0) 314.0 903.0 実績値 (250.0) 141.0 260.0

達成率 153.2 58.2 83.7 － ％ 達成率 113.7 64.1 59.1 － ％

目標値 目標値

取組目標値 取組目標値

実績値 実績値

達成率 － － － － ％ 達成率 － － － － ％

③評価時点での施策目的に対する現状

④総合的な評価

⑤課題の認識

⑥今後の取組みの方向性

評価時点での総合的
な評価

Ａ:順調に進んでいる
Ｂ:概ね順調に進んでいる（見
直す点がある）
Ｃ:あまり順調に進んでいない

・企業立地による新規雇用者計画数は、目標を達成することが出来なかったが、平成28年度の314人に比べ、平成29年度は
589人と増えており、平成30年度においても既に176人の認定を行っている。
・このうち中山間地域等においては、平成28年度に141人、平成29年度には119人であったが、平成30年度は既に昨年度
を上回る128人の認定を行っている。
・今後も堅調な推移が見込まれるが、全国的に人材確保が厳しくなる中で、他県との誘致競争も引き続き厳しい状況にある。

B

判断

・県営工業団地の分譲率は、江島工業団地が100％で完売となり、江津地域拠点工業団地83.0％、石見臨空ファクトリーパーク34.3％、ソフトビジネ
スパーク島根で62.1％となっている。
・立地計画認定による新規雇用者計画数は県全体の累計で903人（達成率83.7％）で、このうち中山間地域等は260人（同59.1％）となっている。今
年度、既に認定した立地計画による雇用者計画数は176人で、このうち128人が中山間地域・離島における立地である。
・平成29年度の企業訪問件数は、委託事業者分（企業誘致専門員）が765件、県職員が1,329件であった。
・ホームページアクセス数は276,513件（企業立地課HP：214,027件、しまねスタイル：62,488件）で、目標値を上回った。
・県外企業へ優遇施策をPRする企業立地セミナーには128人の参加があった（H28年度140人）。

（１）平成３１年度
末の施策目的の達成
状況（予測）
Ａ:達成できる
Ｂ:概ね達成できる
Ｃ:達成は困難

判断 その理由（④の「判断」と異なる「判断」の場合のみ記載）

B

（２）施策の目的達
成に向けての課題

・立地助成制度の見直しは毎年度行っているが、依然として他県との誘致競争が厳しく、特に立地条件が不利な中山間地域等における企業進出が進んで
いない状況にあるため、より有効的な制度への見直しを引き続き行っていく必要がある。
・投資意欲のある企業に対し、各種助成制度や工業団地の状況、立地環境などの必要な情報を的確に届けることが重要である。
・課題となっている人材確保と誘致体制やＰＲの強化については、平成30年度から対策事業等の取組みを始めているが、これらの事業がより効果的に
実施され、企業進出のインセンティブや実績につながるよう、取組みの成果を検証していく必要がある。

課題解決に向けての
今後の取組みの方向
性

・企業の投資状況やその傾向を把握し、加えて、他県の優遇制度との比較を行いながら、必要に応じて助成制度の見直しを検討する。
・強化した誘致体制（企業誘致専門員の増員）での活動の検証を適宜行い、助成制度等の情報提供が効果的に行われるよう取組みを進める。
・人材確保については、今年度から実施する支援事業を活用し、立地計画に伴う採用が円滑に進むよう取り組む。
・企業の再投資や県内での取引拡大による産業の高度化が図られるよう、立地後のきめ細かなフォローアップ活動のさらなる充実を図る。
・人材確保やインフラ整備など、企業のニーズにきめ細やかに対応するため、市町村や関係機関との連携を強化する。

その理由

Ⅰ－１－４　企業立地の推進

県外からの新規立地や県内企業の再投資を促すことにより、県内産業の高度化と雇用の場の創出を目指します

数値目標

成果参考指標の実績
等の補足説明（任意
記載）

・平成29年度の県全体での企業立地による新規雇用者計画数は589人で、単年度の実績としては、目標値である540人を上回っており比較的堅調では
あったが、うち数である中山間地域・離島については、目標値：440人に対して実績値：260人と進捗が遅れている。

評価時点で施策目的
に対する現状
（客観的事実・データなどに
基づいた施策の現状や取組状
況）

数値目標

定性目標

平成28年度～平成31年度

人 人企業立地による新規雇用
者計画数（４年間の累
計）

企業立地による新規雇用
計画数のうち中山間地
域・離島（４年間の累
計）

事務事業所管部局長
（幹事部局）

商工労働部長　新田典利 0852-22-5280施策評価シート 評価実施年度： 平成３０年度

目的

①施策の目的等

施策の名称



（単位：千円）

1 373,490 364,321 企業局

2 11,858 11,858 企業立地課

3 2,903,725 2,520,394 企業立地課

4 1,000 23,793 企業立地課

5 10,783 22,250 企業立地課

6 83,119 98,683 企業立地課

7 3,539 3,622 企業立地課

8 1,620,293 3,075,735 中小企業課

9

10

11

12

13

14

15

16

17

18

19

20

21

22

23

24

25

26

27

28

29

30

31

32

33

34

35

36

37

38

39

40

企業局所管工業団地分譲事
業
工業団地の整備及び管理等事
務
企業誘致のための各種助成事
業
県営工業団地等の分譲促進事
業
企業誘致のためのＰＲ活動事
業

企業誘致活動と情報収集事務

企業誘致のフォローアップ

企業立地促進資金等融資事
務

Ⅰ－１－４　企業立地の推進

所管課名

施策の名称

前年度
事業費

目的（意図）事務事業名
今年度
事業費

江島・江津工業団地への立地により、生産・雇用を拡大させる

企業が立地する際の初期コストを軽減する助成金等を交付することにより、県内立地の
インセンティブを高め立地を促進する

県外企業の誘致や県内事業所の再投資を促進するため、島根県の立地環境及び立
地優遇制度等に対する認知度を高める
投資意向のある企業の情報を収集し、そうした企業に立地促進に資する情報を提供す
る

前向きな投資に必要な資金を、長期・低利の融資で提供する

「自然と調和する公園の中の研究開発ゾーン」というコンセプトを確保し、企業団地として
の魅力の維持及び向上を図る

県営工業団地のインフラや環境を整備することなどにより、企業立地の魅力度を高め分
譲を促進する

立地企業の支援ニーズを把握し、適切に対応することで、県内事業所の維持・拡大を
図る

施策評価シート別紙２（事務事業一覧）


